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公益財団法人沖縄県生活衛生営業指導センター 

令和7年度 事業計画 
 

事業の概要 

 
不特定多数の生活衛生関係営業者等を対象に、その経営の健全化及び振興を通じ

て、その生衛水準の維持向上を図り、利用者及び消費者の利益の擁護に資するため、

融資・経理・税務・労務・衛生・経営等の無料相談指導事業等を行う。 

 

公益目的事業 

 
（１）補助金対象事業 

 

（ア）相談室運営事業 定款第4条第1項第1号 

 

生活衛生関係営業者並びに消費者を対象として、当指導センターに設置さ

れた相談室にて、融資・経理・税務・労務・衛生・経営・苦情・助成金等に

関する無料相談を行う。 

当相談室への訪問者以外の者に対しても、電話・メール等を使用し同様の

相談指導を行う。 

 

相談受付 土曜・日曜祝祭日を除く平日 9：00～17：00 

相談件数計画 100件 

 

 

（イ）税務相談等事業 定款第4条第1項第5号 

 

生活衛生関係営業に関する経営の健全化及び税務事務の効率化を促進す

るため、生活衛生関係営業者並びに生活衛生同業組合員を対象に、税理士に

よる講習会等を行う。 

 

税務講習会開催計画（4回） 

開催地区：南部（1回）・中部（1回）・北部（1回）・宮古（1回） 

開催時期：令和7年4月～令和8年1月 

受講者数：80人 

 

 

（ウ）地区生活衛生営業相談指導事業 定款第4条第1項第1号 

 

営業形態の多様化、経済環境の変化に伴い、生活衛生営業者の要求に的確

に応えるべく地域の実情に応じた相談指導事業を実施するため、県内6保健

所で開催される食品衛生講習会等において、当指導センターの業務概要等を

説明・周知すると共に、地区相談室を開設して、希望者に対し融資・経理・

税務・労務・衛生・経営等に関する無料相談を行う。 
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相談室開設数計画 33回 

開設場所（回数）： 那覇市保健所（6回） 南部保健所（8回） 

 中部保健所（8回） 北部保健所（8回） 

 宮古保健所（1回） 八重山保健所（1回） 

 管理理容師美容師講習会会場（1回） 

開催時期：令和7年5月～令和7年12月 

 

 

（エ）相談指導顧問設置事業 定款第4条第1項第7号 

 

経営指導員では対応が困難な経営上厳しい問題を抱えた不特定多数の生

活衛生関係営業者を対象に、弁護士、中小企業診断士が法律問題・経営診断

の相談指導を行う。 

 

相談件数計画 5件 

 

 

（オ）巡回指導事業 定款第4条第1項第1号 

 

生活衛生関係営業者を対象に、経営の健全化及び経営改善を促進するため、

経営指導員が営業店を巡回し、融資・経理・税務・労務・衛生・経営等につ

いて相談指導を行う。また、経営指導員の資質・能力の向上、各種事業の円

滑な実施を図る為、九州・沖縄ブロック生活衛生営業指導センター協議会へ

参加する。 

 

指導予定件数 80件 

 

九州・沖縄ブロック生活衛生営業指導センター協議会 

開催予定：令和7年10月 

開 催 県：宮﨑県（会場未定） 

 

 

（カ） 生活衛生関係営業経営改善資金融資等指導事業 定款第4条第1項第1号 

 

小規模事業者の経営の改善を促進する目的で制定された沖縄振興開発金

融公庫の生活衛生関係営業経営改善資金融資制度の利用促進を図るため、経

営指導員または経営特別相談員が融資推薦事務を行う。 

また、経営指導員は各生活衛生同業組合の審査委員とともに、融資推薦案

件について各生活衛生同業組合が実施する融資審査委員会において審査す

る。 

 

相談指導予定件数 80件 

 

 

（キ）生活衛生関係営業再生特別支援事業 定款第4条第1項第1号 
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生活衛生関係営業者への経営指導体制の強化を図り、再生可能な営業者に

対して専門的かつ的確に経営改善を促し、これらを早期に再生させることを

目的として、生活衛生関係営業者及び相談にあたる生活衛生関係営業経営特

別相談員等を対象として中小企業診断士、弁護士、経営コンサルタント等の

専門的知識を有する者を講師として研修会を開催する。 

 

特別相談窓口事業 

公庫融資相談会（飲食店事業者対象） 

開催地区：那覇市（2回） 

開催時期：令和7年11月 

相談者数：10人 

 

特別研修会事業 

琉球料理に関する調理講習会 

開催地区：本島中南部（2回） 

開催時期：令和7年5月～令和8年2月 

受講者数：40名 

 

 

（ク）健康・福祉対策推進等事業 定款第4条第1項第7号 

 

生活衛生営業の特徴を活かした地域福祉の増進及び感染症等の発生に対

応できる体制の整備並びに生活衛生関係営業を取り巻く健康福祉問題の解

決を図ることで、業界の振興・経営の安定化・衛生水準の維持向上を目的と

して講習会等を開催する。 

 

衛生消毒講習会（理容業対象） 

開催地区：那覇市（1回） 

開催時期：令和7年9月 

参加人数：40人 

 

衛生管理セミナー（ホテル旅館業対象） 

開催地区：那覇市（1回） 

開催時期：令和7年6月 

参加人数：40人 

 

 

（ケ）後継者育成支援事業 定款第4条第1項第7号 

 

若年者に対する職業観の向上及び就業を促進すると共に、生活衛生関係営

業者の子弟及び当該営業に従事する者に対する技術指導、経営指導、衛生指

導等を通じて、その事業の継承及び独立開業を支援することにより、後継者

育成を図ることを目的として研修会等を実施する。 

 

クリーニング業 出前授業（2回） 

開催地区：沖縄県立沖縄高等特別支援学校 
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開催時期：令和7年4月～令和8年1月 

受講者数：15人 

 

 

（コ）情報化整備事業 定款第4条第1項第6号 

 

生活衛生関係営業に関する情報の収集、分析、情報発信及び指導体制の

効率化を推進する事により、生活衛生関係営業の経営の安定化、衛生水準

の維持向上、業界の振興を図ることを目的とし、公益財団法人全国生活衛

生営業指導センター及び各都道府県生活衛生営業指導センター相互に利用

できる専用回線のネットワークシステムで生活衛生関係営業に関する各種

の行政施策や業界動向、経営アドバイス、併せて統計情報などの沖縄県域

の情報等を適宜更新、維持管理を行う。 

この情報については、公益財団法人全国生活衛生営業指導センターホー

ムページとリンクさせた当指導センターのホームページにおいて、生活衛

生関係営業者、利用者及び消費者を対象に公開する。 

指導センターホームページ：http://www.okinawa-center.or.jp 

生衛業ネットワークシステム：https://gw.seiei.or.jp/gw/index.html 

 

 

（サ）消費者等コールセンター事業 定款第4条第1項第2号 

 

生活衛生関係営業に係る苦情、トラブル、事故及び法律問題等に関する苦

情処理等の体制の整備が必要なことから苦情相談室電話（専用電話098－

859－3366）を設置し、消費生活センター等関係機関との連携を図る。 

また、苦情の防止、適切な消費者対応を図るための講習会等を実施する。 

 

消費者苦情相談対応 3件 

 

受付業務講習会（クリーニング事業者対象） 

開催地区：本島南部（1回） 

開催時期：令和7年4月～9月 

受講者数：20人 

 

 

（２）沖縄県受託事業 

 

（ア）知事推薦事務事業 定款第4条第1項第1号 

沖縄県との「沖縄振興開発金融公庫及び日本政策金融公庫（生活衛生資金

貸付）の一般貸付に係る沖縄県知事の推せん事務 委託契約」に基づき、推

薦書発行事務を受託し、実施する。 

推薦依頼の内容について、必要がある場合には相談指導を行うことにより、

適切かつ迅速な業務処理に努める。 

 

推薦書発行予定件数 15件 
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（３）公益財団法人 全国生活衛生指導センター受託事業 

 

（ア）標準営業約款登録の啓発・推進事業 定款第4条第1項第4号 

標準営業約款対象5業種（理容業、美容業、クリーニング業、めん類飲食店

営業、一般飲食店営業）について、標準営業約款登録の促進に努めるととも

に、広く営業者及び消費者に対して、制度の啓発、普及推進活動を行う。 

 

目標件数 更新：16件、新規登録 5件、総登録総件数 125件 

生活衛生同業組合機関紙等への普及広告掲載 

 

 

（イ）経営特別相談員研修会事業 定款第4条第1項第5号 

 

沖縄振興開発金融公庫が実施する「生活衛生関係営業経営改善資金特別貸

付制度」の利用者に対する審査及び相談指導を行う経営特別相談員及び経営

特別相談員候補者を対象に、知識の充実、経済変化への対応及び資質向上を

目的に、専門家（主管庁職員、沖縄公庫職員、税理士、経営指導員等）によ

る研修会を行う。 

また、融資、経営情報等に関する新規情報に加えて、経営指導員が把握し

ている沖縄地区の生活衛生関係営業の最新の動向等を経営特別相談員に伝

達し、今後の活動のサポートを行う。 

 

経営特別相談員研修会 

開催地区：那覇市（1回） 

開催時期：令和7年7月 

受講者数：経営特別相談員 31人、組合事務職員等 3人 

 

 

（ウ）衛生水準の確保・向上推進事業 定款第4条第1項第6号 

 

生活衛生関係営業における「衛生水準の確保・向上」を効果的に進め、行

政による衛生監視・指導等を補完する見地から、生活衛生同業組合による衛

生水準の確保・向上に関する専門的知識・技術の向上のための講習会・研修

会等の開催、自主管理点検表の普及のための指導・啓発等の活動を行うとと

もに、組合活動の活性化を推進する。事業の内容は以下のとおり。 

 

（１）衛生水準の確保・向上事業推進会議の開催 

生活衛生同業組合、行政機関等で構成し、「衛生水準の確保・向上事

業行動計画」を策定・評価する。 

 

（２）広報事業の実施 

自主的な衛生措置基準遵守及び衛生施設改善向上の中心となる生活

衛生同業組合の活動内容等の周知と加入促進のための広報を行う。 

 

（３）都道府県生活衛生営業指導センターの指導基礎資料の充実 
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新規事業者を把握するための調査を行う。 

 

（４）衛生管理等に関するセミナーの開催 

生活衛生関係営業者を対象として、自主管理点検表の活用等、衛生

確保の知識向上等に関するセミナーを開催する。 

 

（５）若手人材の育成事業 

若手組合員や後継者等を対象として、生活衛生同業組合の活動の意

義や制度等に関するセミナーを実施する。 

 

 

（エ）クリーニング師研修・従事者講習会事業 定款第4条第1項第6号 

クリーニング所の業務に従事するクリーニング師等に対し、クリーニング

業法に定められた研修、講習を行う。 

当該事業の実施に当たっては、沖縄県クリーニング生活衛生同業組合及び

関係行政機関との連携に努めると共に、クリーニング所利用者に対する当該

事業の広報活動を積極的に実施し、受講率の増加に取り組む。 

 

第2型（通信）クリーニング師研修 開催予定（1回） 

開催時期：令和7年12月～令和8年1月 

受講者数：25人 

 

第2型（通信）業務従事者講習 開催予定（1回） 

開催時期：令和7年12月～令和8年1月 

受講者数：40人 

 

 

収益事業 
（１）収益事業 

 

（ア）事務受託等事業 定款第4条第2項第3号 

一般社団法人沖縄県生活衛生同業組合連合会（以下、「沖生連」という。）

との事務受託契約に基づき、沖生連の報告書作成等の事務を行う。 

 

 

（２）その他の事業 

 

（ア）生活衛生関係営業者支援事業 定款第4条第1項第1号、5号、6号 

生活衛生関係営業の多くは、経営規模が小さく人員の不足や資金面等の理

由から営業に必要な情報を適切に得られない状況にある。 

よって、生活衛生関係営業者を支援するために以下の事業を行う。 

調査事業、研修会・講習会事業、相談事業（窓口・訪問・相談所開設・電

話又はメール）、啓発チラシの作成配布及びホームページへの掲載をとおし

ての情報発信 等。 

 

調査事業 
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生活衛生関係営業の経営状況等の調査をとおして、現状を把握するこ

とにより相談指導及び今後の施策策定についての参考資料とするほか、

個々の営業者が経営判断を行う資料として活用する。 

 

経営状況調査 延べ 280件（70件／四半期） 

景気動向調査 延べ 280件（70件／四半期） 

 

相談指導及び講習会等事業 

生活衛生関係営業を取り巻く環境の著しい変化により発生する新たな

問題に対し、相談指導及び講習会等の開催をとおして、適切な情報や有

効な支援施策等を営業者に提供し経営の健全化を図る。 

 

 

管理業務 
（１）理事会及び評議員会の開催・運営 

 

理事会、評議員会を開催し、適正な組織運営に努める。 

 

 

（２）会議及び研修会等への参加 

 

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター等が開催する会議及び研修

会等に参加し、情報の収集・他都道府県生活衛生営業指導センターとの連携

に努める。 

 

 

（３）生活衛生同業組合等との連絡調整 

 

生活衛生同業組合、関係行政機関、沖縄振興開発金融公庫及び関係団体等

との連携体制を密にし、事業の円滑な推進に努めるとともに、生活衛生同業

組合の運営をサポートする。 
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事 業 区 分

 

公
益
目
的
事
業

補助金対象

相談室運営事業、税務相談等事業、地区生活衛生関係営業相談指導事業

相談指導顧問設置事業、経営改善資金融資等指導事業

生活衛生営業再生特別支援事業、巡回指導事業、情報化整備事業

健康・福祉対策推進事業、後継者育成支援事業、消費者等コールセンター事業

沖縄県受託事業 知事推薦事務事業

全国センター受託事業
標準営業約款登録の啓発・推進事業、経営特別相談員研修会事業

衛生水準の確保・向上推進事業、クリーニング師研修・従事者講習会事業

収
益
事
業

収益事業 事務受託事業

その他事業 生活衛生関係営業者支援事業


